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「増加償却」その適用期
間が数年に渡るため、課
税標準額の算出を行わ
なければならない。それ
を初年度のみの適用処
理で翌年からの処理を失
念してしまう事例

「非課税」「課税標準額
の特例」は、届出書及び、
税法で、その内容を確認
していく。
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では、医療法⼈が
運営する⾼齢者の施
設は、すべて⾮課税
なのか？
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地⽅税法３４８条⼗の五
「社会福祉法⼈その他政令で定める者が⽼⼈福
祉法第五条の三に規定する⽼⼈福祉施設の⽤に
供する固定資産で政令で定めるもの」

⇒「社会福祉法人その他政令で定める者」とは

⇒ 次は、どこを調べる？

法令読解ポイント（誰に何を、等）

（法第三百四⼗⼋条第⼆項第⼗号の五の政令で定める者等）
地方税法施行令

第四十九条の十三 法第三百四十八条第二項第十号の五に規定する政令で定める者は、
次に掲げる者とする。

一 老人福祉法附則第六条の二の規定により社会福祉法人と

みなされる農業協同組合連合会

二 公益社団法人、公益財団法人、農業協同組合、農業協同

組合連合会（略）、消費生活協同組合、消費生活協同組合連

合会、健康保険組合、健康保険組合連合会（略）、全国市町

村職員共済組合連合会、地方公務員共済組合、地方公務員

共済組合連合会、日本私立学校振興・共済事業団

及び医療法人

三 前二号に掲げる者以外の者で老人福祉法第二十条の七の

二に規定する老人介護支援センターの設置について同法第十

五条第二項の規定による届出をしたもの
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養護⽼⼈ホーム 社会福祉法人

特別養護⽼⼈ホーム （＝介護保
険法上の「介護⽼⼈福祉施設」）

社会福祉法⼈、⽼⼈福祉法附則第6条の2の規定に
より社会福祉法⼈とみなされる農業協同組合連合会

⽼⼈デイサービスセンター （＝
介護保険法上の「通所介護」「認
知症対応型通所介護」を⾏う施
設） 社会福祉法⼈、⽼⼈福祉法附則第6条の2の規定

により社会福祉法⼈とみなされる農業協同組合連合会、公
益社団法⼈⼜は公益財団法⼈、農業協同組合、農業協同組
合連合会、消費⽣活協同組合、消費⽣活協同組合連合会、
健康保険組合、健康保険組合連合会、厚⽣年⾦基⾦（略）、
全国市町村職員共済組合連合会、地⽅公務員共済組合、地
⽅公務員共済組合連合会、⽇本私⽴学校振興・共済事業団
及び医療法⼈

⽼⼈短期⼊所施設 （＝介護保険
法上の「短期⼊所⽣活介護」を⾏
う施設）
軽費⽼⼈ホーム （ケアハウスを
含む。）

⽼⼈福祉センター

⽼⼈介護⽀援センター

社会福祉法⼈、⽼⼈福祉法附則第6条の2の規
定により社会福祉法⼈とみなされる農業協同組合連
合会、公益社団法⼈⼜は公益財団法⼈、農業協同組
合、農業協同組合連合会、地⽅公務員共済組合、地
⽅公務員共済組合連合会、⽇本私⽴学校振興・共済
事業団及び医療法⼈ 、（略）

適用期間等が数年に及ぶため
誤謬発生しやすい事例
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地⽅税法 第348条第2項第10号の７
第⼗号から前号までに掲げる固定資産のほか、社会福祉法⼈その他政令で定め

る者が社会福祉法第⼆条第⼀項に規定する社会福祉事業（同条第三項第⼀号の⼆
に掲げる事業を除く。）の⽤に供する固定資産で政令で定めるもの

地方税法施行令 第４９条の⼗五第⼆項第四号
社会福祉法⼈⼜は前項第⼀号若しくは第六号に掲げる者（同号に掲げる者にあつ
ては、総務省令で定めるものに限る。）が実施する社会福祉法第⼆条第三項第九
号に掲げる事業の⽤に供する固定資産で総務省令で定めるもの

地⽅税法施⾏規則 第10条の7の６ ..
（⼀部抜粋）
三 無料⼜は低額診療患者の割合が百分の五以上百分の⼗未満である事業の
⽤に供する固定資産（無料⼜は低額診療患者の割合から百分の五を減じた割
合に五を乗じた割合に百分の七⼗五を加えて得た割合に相当する部分に限る。）


